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様式第１号 

 

説 明 書 

 

 この説明書は、地方独立行政法人埼玉県立病院機構（以下、「法人」という。）が実施

する埼玉県立小児医療センター患者給食業務に係る公募型プロポーザル（以下「プロポ

ーザル」という。）に関し、本件に係る公示のほか、本件に関しプロポーザルに参加しよ

うとする者が熟知し、かつ遵守しなくてはならない一般事項を明らかにするものである。 

 

１ 業務の概要 

(1) 件名 

   埼玉県立小児医療センター患者給食業務 

(2) 目的 

   センターにおける適切・安全かつ継続的な患者給食業務を遂行できる者に業務を 

   委託することにより、小児医療を栄養面から支え、子供たちの生活の質を向上さ 

   せ、治療と成育を支えることを目的とする。 

(3) 履行場所 

   埼玉県さいたま市中央区新都心 1 番地 2 

(4) 内容・仕様 

   別添「患者給食業務特記仕様書」のとおり 

(5) 履行期間 

   令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日まで 

(6) 予定額 

   履行期間の業務委託料見積額は、金６４２，１６３，９１０円（消費税及び地方 

   消費税を含む。）を上限とし、これを超えた委託料見積書 （様式 E）を提出した 

   者は失格とする。 

   なお、年度別の委託料の上限は下記のとおりとする。 

 【年度別委託料の上限】 

  令和 ７年度分 金１０７，０２７，３１８円 

  令和 ８年度分 金２１４，０５４，６３７円 

  令和 ９年度分 金２１４，０５４，６３７円 

  令和１０年度分 金１０７，０２７，３１８円 

(7) 成果品 

   別添「患者給食業務特記仕様書」のとおり 

 

２ 参加資格要件 

(1) 地方独立行政法人埼玉県立病院機構契約事務取扱規程第３条第２項各号に該当し
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ない者であること。 

(2) 地方独立行政法人埼玉県立病院機構契約事務取扱規程第３条第３項の規定により

法人の一般競争入札に参加させないこととされた者でないこと。 

(3) 令和５・６年度埼玉県物品等競争入札参加資格者名簿（以下「入札参加資格者名

簿」という。）に登載され、業種区分「催物、映画及び広告の企画・製作並びにその

他役務」のＡ等級に格付けされ、営業品目（大分類）に「その他の業務」、営業品目

（小分類）に「給食業務」に申請登録している者であること。 

(4) 本件の公告日から契約締結までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の

措置要綱又は地方独立行政法人埼玉県立病院機構入札参加停止措置要綱に基づく入

札参加停止措置を受けていない者であること。 

(5) 本件の公告日から契約締結までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要

綱又は地方独立行政法人埼玉県立病院機構暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除

外措置を受けていない者であること。 

 (6) 令和２年４月１日から公告日までの間に病床数２００床以上の病院において、患 

  者給食業務を３年間以上継続して履行した実績があること。 

 (7) 医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）第９条の１０に定める基準に適合 

   する者であること。 

 

３  参加資格の確認 

プロポーザルに参加できる者は、下記の申請を行い、本プロポーザルに係る参加資

格の確認を受けた者に限る。 

(1) 提出書類 

下記ア～キの書類（以下「確認申請書等」という。） 

ア 参加資格確認申請書【様式第２号】 

イ プロポーザル応募者概要説明書【様式 A】 

ウ 決算状況がわかる書類（直近会計年度から３年）【様式任意】 

エ 患者給食業務履行実績報告書【様式 B】 

オ 患者給食業務の履行実績証明資料（令和２年４月１日から公告日までの間に病

床数２００床以上の病院において、患者給食業務を３年間以上履行したもの）【様

式任意】 

（契約書の写し、業務完了を証明するもの等） 

カ 食中毒等発生状況報告書【様式 C】 

キ 埼玉県に競争入札参加資格審査申請中の者は、申請中であることが確認できる

書類 

(2) 提出部数 各１部（正本１部、副本１部） 

(3) 受付期間 

令和７年２月１４日（金）から２月２１日（金）正午まで（必着） 
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(4) 受付場所・提出方法 

郵送又は持参により下記「１３ 窓口・問合せ先」あて提出すること。 

なお、郵送の場合は、封筒に「（件名） 申請書類在中」と朱書し、書留郵便により

上記期限内に必着のこと。 

(5) 参加資格の確認結果 

令和７年２月２５日（火）までに「プロポーザル参加資格確認通知書」（以下、「確

認通知書」という。）により通知する。 

(6) 留意事項 

ア プロポーザル参加希望者のうち、前記２(3)の登録をしていない者は、埼玉県

の競争入札参加資格審査申請手続きを速やかに行い、資格審査を受けなければな

らない。また、埼玉県の競争入札参加資格審査申請中の者は、審査申請中である

ことが確認できる書類を、確認申請書等とともに提出しなくてはならない。 

イ 競争入札参加資格審査申請中の者については、競争入札参加資格を満たさない

ことが判明した場合は失格とする条件を付して(5)の通知を行う。 

ウ プロポーザル参加者が、次の各号に該当するときは失格とする。 

(ｱ) 契約締結までに「２  参加資格要件」に定める要件のひとつでも満たさな

くなった場合、又は満たしていないことが判明した場合 

(ｲ) 提出書類に虚偽の記載をした場合 

エ プロポーザル参加者は、担当者から提出書類に関し説明を求められた場合は、

提出者の負担において説明に応じなければならない。 

オ 法人は、提出された確認申請書等を、競争入札参加資格の確認以外に提出者に

無断で使用しない。提出された書類は返却しない。 

 

４ 閲覧図書の有無    無 

 

５ 質問及び回答 

(1) 受付期間  令和７年２月１４日（金）から２月２８日（金）午後４時まで 

(2) 受付場所    「１３ 窓口・問合せ先」に同じ。 

(3) 提出方法    電子メール又はＦＡＸ（電話により着信の確認を行うこと。） 

(4) 回答期限    令和７年３月４日（火） 

(5) 回答方法 

ア プロポーザル参加希望者全員に共通する質問に対する回答は、法人ホームペー

ジの本案件掲載ページに掲載する。 

イ プロポーザル参加希望者全員に共通しない質問に対する回答は、当該質問者に
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電子メール又はＦＡＸにより回答する。 

(6) その他 

ア 質問は質問書（様式第９号）による。 

イ 参加資格や提案と関係のない事項に関する質問やその他公正な審査を阻害す

るおそれがある質問は受け付けない。 

 

６ 業務説明会の実施   有（参加必須） 

日程 令和７年２月２６日（水） 

開始時刻及び集合場所は別途連絡する。 

 

７ 提案書の提出 

(1) 提出書類 

ア 企画提案書（様式 D） 

  別紙１「提案書等評価基準」の項目ごとの「評価内容」を参考に、優位性、ア

ピールポイントも含め簡潔明瞭に分かりやすく作成すること。 

図などを用いることは自由である。文字のポイント数は 11 ポイント以上とす

ること。 

イ 委託料見積書（様式 E） 

    消費税及び地方消費税抜きの価格とし、1 円未満は計上しない。 

 (2) 提出部数 各１部（正本１部、副本１部） 

※提案者名の記載は正本のみとし、副本には、提案者名等参加者が類推できる表現

は記載しないこと。（記載の例としては「Ｓ病院」「Ｔ株式会社」などと記載するか、

黒く塗りつぶすなど工夫すること。） 

 (3) 受付期間  

令和７年２月２７日（木）午前１０時から令和７年３月１２日（水）午後５時まで 

(4) 受付場所・提出方法 

ア 持参により下記「１３ 窓口・問合わせ先」あて提出すること。 

イ 必ず事前に電話連絡を行い、新型コロナウイルス感染症拡大防止に配慮するこ

と。 

ウ 期限までに提案書の提出がなかった場合は、審査を受けることができない。 

 (5) 提案書の内容 

次に掲げる事項を含む内容で作成すること。 

ⅰ）基本方針 

・基本的な取り組み姿勢 

・業務の特色 

ⅱ）組織及び実施体制 

・業務実施配置予定人数 
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・有資格者配置予定人数 

・指揮命令系統 

・責任者及び副責任者の略歴及び実績 

ⅲ）業務実施手法 

・従事者の教育・研修に関する具体的計画及び過去の実施実績 

・HACCP 方式に関する考え方（調乳含む） 

ⅳ）非常時の対策 

・事故や災害時※などの脅威別具体的事業継続計画（BCP） 

・計画の精度 

・BCP の実現性 

※新型コロナウイルス感染症やインフルエンザ等の伝染病・食中毒発生時、従業

員の欠員時等 

ⅴ）その他、参加者が特に企画提案したい事項など 

(6) 提案書の提出をもって当説明書、仕様書等の記載内容及び条件を承諾したとみな      

す。 

(7) 提案書の著作権は、プロポーザル参加者に帰属する。 

(8) 提出書類は返却しない。 

(9) 提出書類は本業務の審査以外の目的には提出者に無断で使用しない。また、提出

書類は本業務の事業者の審査に必要な範囲で使用又は複製できるものとする。 

(10) プロポーザル参加者は、二つ以上の提案をすることはできない。また、提出した

提案書は字句の誤りを除き変更、差し替え、再提出はできないものとする。 

(11) 提案書に記載した配置予定者は、原則として変更することはできない。 

(12) 提案書に虚偽の記載をした場合は、当該提案書を無効とするとともに、最適と考

えられる者を変更することがある。 

 

８ 提案書提出後の予定 

(1) 一次選定の有無  有 

(2) 一次選定結果通知及びヒアリング依頼方法 

ア 「３ 参加資格の確認」の提出書類の提出期限後、一次選定を行い、一次選定

において選定された者にその旨の通知及びヒアリングの依頼を書面にて通知す

る。 

イ 一次選定において選定されなかった者に対して、選定しなかった旨を書面によ

り通知する。 

ウ 各通知は、電子メール又はＦＡＸにより通知する。 

(3) ヒアリング予定日 

令和７年３月１８日（火） 又は ３月１９日（水）のいずれか１日 

   ※具体的な日時等については、参加者に別途通知する。 
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(4) 二次選定結果通知方法 

ア ヒアリング後、二次選定を行い、一次選定において選定された者の中から当該

業務について最適案を特定し、提案書を作成した者にその旨を書面にて通知する。 

イ 一次選定において選定された者のうち、ア以外の者に対して、特定しなかった

旨を書面により通知する。 

ウ 各通知は、電子メール又はＦＡＸにより通知する。 

 

９ ヒアリング審査 

プロポーザル参加者に対して、提案に対する質疑及び補足説明を求めるため、ヒア

リング審査を実施する。 

(1) ヒアリングへの参加人数は１事業者３人までとし、説明者は、原則として実際に

受注した場合に業務運営にあたる業務責任者に予定された者とする。また、提案に

ついて明確な説明と責任ある回答のできる者が同席する。 

(2) プロポーザル参加者は、20 分の説明（プレゼンテーション）を行う。ただし、プ

ロポーザル参加者数によっては、説明時間を調整することがある。 

(3) 説明は、提出された提案書と委託料見積書のみを使用すること。追加資料等の配

付は一切禁止することとし、プロジェクターやＯＨＰ等の機材も使用できない。た

だし、既に提出済みの提案書の一部を拡大しパネル等により使用することは許可す

る。 

(4) 審査者に配付する提案書について、参加者が特定できると想定される部分は伏せ

字にする。 

(5) 説明前及び説明中に会社名や説明者名の紹介、名刺交換など参加者が特定できる

行為は禁止する。会社名の入った封筒や名札、徽章など会社名が特定できる物の会

場への持込みも禁止する。 

(6) ヒアリング審査及び記録は非公開とする。 

 

１０ 審査 

(1) 法人は、埼玉県立小児医療センター患者給食業務事業者審査委員会（以下、「審査

委員会」という。）を設置し（事務局：小児医療センター事務局管財担当）、審査を

行う。 

(2) 審査委員会は、書類審査及びヒアリング審査の内容について、審査委員全員の評

価を参考に総合的な合議により交渉権者を選定する。評価が最も高い者を第一交渉

権者とし、次点の者を第二交渉権者とする。 

(3) 評価基準は別紙１「提案書等評価基準」のとおり。 

(4) 審査の経過等に関する問い合わせには一切回答しない。 

 



7 
 

１１  契約締結 

(1) 契約書作成の要否  要 

ア 別添契約書(案)をもとに、第一交渉権者を内定者とし契約締結の協議を行い、

最終合意に至ったときに契約を締結する。 

イ 契約書は２通を作成し、双方各１通を保管する。 

ウ 契約書に双方が記名押印することにより当該契約は確定する。 

エ 契約にあたって、又は契約後に仕様書の趣旨に反する覚書等を取り決めた場合

は、その取り決めを無効とする。 

(2) 契約の対象となる業務内容の協議は、提案書に記載された内容に基づいて行うも

のとし、審査対象とした重要事項は原則として変更できない。 

(3) 内定者は、仕様書等に係る不知又は不明を理由として異議を申し立てることはで

きない。 

(4) 内定者が、次の各号に該当するときは内定を取り消す。なお、内定の取消し、又

は内定者からの辞退の申し出があった場合、次点の者を内定者に繰り上げる。 

ア 提出書類に虚偽の記載があったとき。 

イ 参加資格に掲げる要件に適合しなくなったとき。 

ウ 協議の辞退を申し出たとき。 

エ 協議が膠着状態に陥ったと法人が判断したとき。 

オ 正当な事由なく契約手続きに応じなかったとき。 

カ 事業者の資金事情の変化等により、提案した事業の運営が確実に履行できない

と法人が判断したとき。 

キ 著しく社会的信用を損なう行為等により事業者としてふさわしくないと法人

が判断したとき。 

(5) 契約保証金 

埼玉県立病院機構契約事務取扱規程第２６条の規定による。 

免除を申請する場合は様式第 10 号を提出すること。 

(6)代行保証人 

  内定者は、火災、労働争議、業務停止の事情によりその委託業務の全部又は一部の 

  遂行が困難となった場合の保証のため、あらかじめ委託業務の代行保証人を指定 

  し、発注者、受注者及び代行保証人の三者で契約を締結すること。 

 

１２ その他 

(1) 手続きにおいて使用する言語及び通貨 

ア 言語  日本語 

イ 通貨  日本円 

(2) 本プロポーザルに係る一切の費用はプロポーザル参加者の負担とする。 

(3) プロポーザル参加者は、プロポーザルへの参加を辞退する場合は、速やかに「辞
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退届（様式第 11 号）」により届け出ること。 

 

１３ 窓口・問い合わせ先 

地方独立行政法人埼玉県立病院機構埼玉県立小児医療センター  

事務局管財担当 笠原 

〒３３０－８７７７ 

埼玉県さいたま市中央区新都心１番地２  

電 話 ０４８－６０１－２２００（代表） 

ＦＡＸ ０４８－６０１－２２０１ 

e-mail sc.kanzai@saitama-pho.jp 


